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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期中間
連結会計期間

第44期中間
連結会計期間

第43期

会計期間

自2023年
　４月１日
至2023年
　９月30日

自2024年
　４月１日
至2024年
　９月30日

自2023年
　４月１日
至2024年
　３月31日

売上高 (千円) 12,395,083 11,853,144 26,474,833

経常利益 (千円) 515,623 323,465 1,373,969

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益
(千円) 308,444 184,216 969,858

中間包括利益又は包括利益 (千円) 331,272 183,816 989,021

純資産額 (千円) 10,367,103 10,815,964 11,024,853

総資産額 (千円) 24,586,494 24,398,180 26,432,859

１株当たり中間（当期）純利益 (円) 10.21 6.10 32.11

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
(円) － － －

自己資本比率 （％） 42.0 44.2 41.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 967,636 276,711 2,114,762

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △568,695 △307,210 △1,145,981

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △1,083,865 △1,131,339 △254,052

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
(千円) 3,717,738 3,950,310 5,116,248

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

　２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

EDINET提出書類

株式会社エスイー(E01298)

半期報告書

 2/20



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者

の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

なお、中東情勢については、前事業年度の有価証券報告書提出後も、イスラエルが軍事作戦を拡大するなど緊迫

化の度合いが高まっています。中東情勢の緊迫化の業績への影響については、以下①～③の懸念がありますが、現

時点で合理的に見通すことは困難であり、今後、業績予想の修正を行う必要が発生した場合には速やかに公表いた

します。

 

中東情勢は以下に影響を与える懸念があります。

　①建設用資機材の製造・販売事業における資材輸出

　②建設コンサルタント事業における現地経済活動や渡航への制限

　③原材料価格の上昇

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(１）財政状態及び経営成績の状況

1)財政状態

(資産)

当中間連結会計期間末の資産合計は243億98百万円（前連結会計年度末比20億34百万円減）となりました。内訳

は、流動資産155億65百万円（前連結会計年度末比19億91百万円減）、有形固定資産73億29百万円（前連結会計年

度末比81百万円減）、無形固定資産１億48百万円（前連結会計年度末比４百万円減）、投資その他の資産13億55百

万円（前連結会計年度末比43百万円増）でありました。資産の減少の主な要因は、現金及び預金が11億65百万円、

受取手形、売掛金及び契約資産が６億54百万円、電子記録債権が１億21百万円減少したことなどによるものであり

ます。

 

(負債)

当中間連結会計期間末の負債合計は135億82百万円（前連結会計年度末比18億25百万円減）となりました。内訳

は、流動負債が86億73百万円（前連結会計年度末比12億６百万円減）、固定負債が49億８百万円（前連結会計年度

末比６億19百万円減）でありました。負債の減少の主な要因は、借入金が６億93百万円、支払手形及び買掛金が４

億71百万円、未払金を主としたその他流動負債が３億99百万円減少したことなどによるものであります。

 

(純資産)

当中間連結会計期間末の純資産合計は108億15百万円（前連結会計年度末比２億８百万円減）となりました。純

資産の減少の主な要因は、親会社株主に帰属する中間純利益の計上により利益剰余金が１億84百万円増加したもの

の、株主配当金の支払いにより利益剰余金が３億92百万円減少したことなどによるものであります。
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（単位：百万円）

資産 負債

2024年

３月末

2024年

９月末
増減

2024年

３月末

2024年

９月末
増減

26,432 24,398

 （主な内訳）

15,408 13,582

 （主な内訳）

 △1,165 現金及び預金  　△693 借入金

 △654 受取手形、売掛金及び契約資産  　△471 支払手形及び買掛金

 △121 電子記録債権  　△399 その他流動負債

      

    △1,825  

   純資産

   2024年

３月末

2024年

９月末
増減

   

11,024 10,815

 （主な内訳）

    　△392 株主配当金支払い

    　 +184 親会社株主帰属中間純利益

      

△2,034   △208  

 
増減以外の分析は、以下のとおりです。
 

・運転資本（売掛債権＋棚卸資産－仕入債務）は、56億62百万円と前連結会計年度末比95百万円減少しました。

 

・有利子負債は、53億58百万円と前連結会計年度末比７億15百万円減少しました。これにより有利子負債の自己資本に

対する比率（D/Eレシオ）は、0.50となり、前連結会計年度末より0.06低くなりました。

 

2)経営成績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の高まり、企業収益の改

善等から景気の緩やかな回復基調が見られました。世界経済は、インフレ圧力の緩和が進み、米国は堅調を維持し

ておりますが、中国では国内需要の低迷により減速が続いており、ウクライナ情勢の長期化や中東情勢の緊迫化な

どにより、景気の先行きは不透明な状況が続いております。為替変動やエネルギー価格及び原材料価格は高止ま

り、世界経済の減速懸念等により、わが国経済の先行きについても、景気減速のリスクが懸念されております。

 

このような経営環境のもと当社グループでは、2023年５月に公表した「中期経営計画2023-2025」において、

2030年度を見据え、既存事業の土台固めのため生産を含めたサプライチェーンの効率化等を図るとともに、未来に

向けた種まきのための実行体制を編成し、施策を確実に実施する体制としております。また、「中期経営計画

2020-2022」の中で取り組んでおりました戦略的資源投入につきましては、エネルギー関連事業は次なる研究ス

テージに進み、海外関連では新たな事業の展開に着手するなど、新しい事業分野への足掛かりを固めるための先行

投資を更に強化してまいりました。これらにより、エスイーグループとして持続的な成長と企業価値の向上に取り

組んでまいります。また、昨今の原材料価格の上昇に対しては、営業部門と生産部門の連携により調達を最適化す

るとともに販売価格への転嫁を進めるなど計画利益の確保に努めております。

 

当中間連結会計期間は、建設用資機材の製造・販売事業における橋梁関連のケーブル製品納入や建築用資材の製

造・販売事業における首都圏の再開発工事が好調に推移しましたが、建築用資材の製造・販売事業における鉄骨工

事分野及び補修・補強工事業にて期初受注案件の減少に伴い案件消化が減少したこと、建設コンサルタント事業に

おいて一部の案件で下期への工程変更が発生しました。その結果、売上高118億53百万円（前年同期比4.4％減）と

減収となりました。

利益面では、建築用資材の製造・販売事業の鉄骨工事分野における増工の一部が認められなかったことや減収分

の減益効果及び中期経営計画の推進強化等による販管費の増加により、営業利益２億88百万円（前年同期比44.6％

減）、経常利益３億23百万円（前年同期比37.3％減）、親会社株主に帰属する中間純利益１億84百万円（前年同期

比40.3％減）となりました。

 
 

 

前中間

連結会計期間

（2023年4～9月）

当中間

連結会計期間

（2024年4～9月）

増減  公表予想 進捗率

売上高　　(百万円) 12,395 11,853 △541  26,435 44.8％

営業利益　(百万円) 520 288 △232  683 42.2％
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前中間

連結会計期間

（2023年4～9月）

当中間

連結会計期間

（2024年4～9月）

増減  公表予想 進捗率

営業利益率　　(％) 4.2 2.4 △1.8  2.6  

 

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。
 

  

前中間

連結会計期間

（2023年4～9月）

当中間

連結会計期間

（2024年4～9月）

増減

建設用資機材の 売上高　　　　　　　　　　　(百万円) 5,523 5,727 +204

製造・販売事業 営業利益　　　　　　　　　　(百万円) 284 290 +6

 営業利益率　　　　　　　　　　　(％) 5.1 5.1 △0.1

     

建築用資材の 売上高　　　　　　　　　　　(百万円) 5,475 4,962 △512

製造・販売事業 営業利益　　　　　　　　　　(百万円) 367 283 △84

 営業利益率　　　　　　　　　　　(％) 6.7 5.7 △1.0

     

建設コンサルタント 売上高　　　　　　　　　　　(百万円) 450 331 △119

事業 営業利益　　　　　　　　　　(百万円) 8 △38 △47

 営業利益率　　　　　　　　　　　(％) 1.9 △11.7 －

 
 

補修・補強工事業 売上高　　　　　　　　　　　(百万円) 946 832 △114

 営業利益　　　　　　　　　　(百万円) 93 32 △61

 営業利益率　　　　　　　　　　　(％) 9.8 3.8 △6.0

 

(建設用資機材の製造・販売事業)

この事業では、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」への対応が進められている中、橋梁更新工

事や豪雨災害などの対策工事が進められております。

そのようななか、当中間連結会計期間におきましては、高速道路リニューアル関連の橋梁ケーブル製品や土木耐震

金物の納入が好調に推移し、原材料価格上昇等の販売価格への転嫁も順調に進捗しました。また、中期経営計画の推

進強化に継続して取り組んだことにより人件費経費等の販管費が増加しました。

この結果、この事業の売上高は57億27百万円（前年同期比3.7％増）、営業利益２億90百万円（前年同期比2.3％

増）となりました。

 

(建築用資材の製造・販売事業)

この事業では、建築金物分野におきまして、内装関連は鋼材価格の先行き不透明感や安価な海外製品による競争激

化により需要の見極めが難しい一方、仮設建材関連は首都圏における都市開発等をはじめ中小物件が高稼働を維持し

ており工事が順調に推移しております。また、鉄骨工事分野におきましては、一部地場の物件の受注にて価格競争が

激しくなっております。

当中間連結会計期間におきましては、建築金物分野において首都圏の再開発工事が好調に推移したことや原材料価

格上昇等の販売価格への転嫁が順調に進捗しましたが、鉄骨工事分野では期初受注案件の減少に伴い案件消化が減少

したこと及び増工の一部が認められませんでした。

この結果、この事業の売上高は49億62百万円（前年同期比9.4％減）、営業利益２億83百万円（前年同期比23.0％

減）となりました。

 

(建設コンサルタント事業)

この事業では、アフリカ諸国をはじめ、アジア圏・大洋州地域等の各国において、道路・橋梁建設や設備機材整備

等のプロジェクトに関わるコンサルタント事業を展開しております。特にフランス語圏のアフリカ諸国では強みを

もっており、数多くの実績を残しております。また、新規分野として国内外におけるBIM/CIM関連技術を活用した業

務への参画に取り組んでおります。

当中間連結会計期間におきましては、期初受注案件の減少に伴い案件消化が減少したこと及び上半期に予定してい

た案件が下半期に工程変更になりました。

この結果、この事業の売上高は３億31百万円（前年同期比26.4％減）、営業損失38百万円（前年同期は８百万円の

営業利益）となりました。
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(補修・補強工事業)

この事業では、社会インフラ老朽化対策における橋梁、トンネルの補修・補強工事を推し進めております。国土強

靱化対策等が進捗しており、受注環境は引続き良好に推移しております。

当中間連結会計期間におきましては、期初受注案件の減少に伴い案件消化が減少したこと及び大型工事の中で追加

工事の増額が認められませんでした。

この結果、この事業の売上高は８億32百万円（前年同期比12.1％減）、営業利益32百万円（前年同期比65.6％減）

となりました。

 

(２）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比較して11

億65百万円減少して39億50百万円となりました。

 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、２億76百万円の収入（前中間連結会計期間末は９億67百万円の収入）で

ありました。主な資金の増加は、売上債権の減少額７億75百万円、のれん償却額を含む減価償却費３億64百万円、

税金等調整前中間純利益３億24百万円等であります。主な資金の減少は、仕入債務の減少額６億89百万円、その他

（営業活動）２億９百万円、法人税等の支払額２億５百万円、未払金の減少額１億40百万円等であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、３億７百万円の支出（前中間連結会計期間末は５億68百万円の支出）で

ありました。主な資金の減少は、有形固定資産の取得による支出２億４百万円等であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、11億31百万円の支出（前中間連結会計期間末は10億83百万円の支出）で

ありました。主な資金の減少は、長期借入金の返済による支出７億83百万円、配当金の支払額３億90百万円等であ

ります。主な資金の増加は、短期借入金の純増額90百万円等であります。

 

(３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(４）研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億91百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 54,800,000

計 54,800,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 31,256,600 31,256,600
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 31,256,600 31,256,600 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 31,256,600 － 1,228,057 － 995,600
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己株
式を除く。）の総数
に対する所有株式数
の割合（％）

有限会社エヌセック 東京都杉並区松庵1-17-15-308 10,951 36.2

株式会社麻生 福岡県飯塚市芳雄町7-18 975 3.2

松本　美枝子 東京都杉並区 840 2.7

大津　哲夫 埼玉県さいたま市大宮区 730 2.4

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社(信託口)
東京都港区赤坂1-8-1 506 1.6

岡本　みち子 福岡県福岡市東区 500 1.6

岡本　美也子 東京都江東区 483 1.5

高橋　謙雄 埼玉県さいたま市北区 420 1.3

佐藤　広幸 宮城県仙台市太白区 360 1.1

鈴木　啓子 千葉県野田市 300 0.9

株式会社横浜銀行 神奈川県横浜市西区みなとみらい3-1-1 300 0.9

計 － 16,366 54.1

（注）上記、日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は506千株でありま

す。
 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,048,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 30,199,300 301,993 －

単元未満株式 普通株式 8,800 － －

発行済株式総数  31,256,600 － －

総株主の議決権  － 301,993 －

（注）上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、4,000株（議決権の数40個）含ま

れております。
 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社エスイー
東京都新宿区西新宿

六丁目５番１号
1,048,500 － 1,048,500 3.3

計 － 1,048,500 － 1,048,500 3.3

（注）上記のほか、単元未満の自己株式28株を保有しております。
 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、四谷監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,351,248 4,185,310

受取手形、売掛金及び契約資産 ※　　　 7,033,604 6,378,980

電子記録債権 ※　　　 2,143,182 2,021,877

商品及び製品 688,881 738,656

仕掛品 586,572 612,327

原材料及び貯蔵品 1,459,933 1,390,824

その他 344,114 266,368

貸倒引当金 △50,490 △28,979

流動資産合計 17,557,046 15,565,365

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,856,357 2,771,101

機械装置及び運搬具（純額） 1,118,394 1,071,521

工具、器具及び備品（純額） 109,577 101,303

土地 3,054,542 3,054,542

リース資産（純額） 271,920 251,728

建設仮勘定 134 79,006

有形固定資産合計 7,410,926 7,329,204

無形固定資産   

のれん 35,137 16,256

その他 118,126 132,054

無形固定資産合計 153,264 148,311

投資その他の資産   

投資有価証券 266,220 268,817

その他 1,074,627 1,141,405

貸倒引当金 △29,226 △54,924

投資その他の資産合計 1,311,622 1,355,298

固定資産合計 8,875,813 8,832,814

資産合計 26,432,859 24,398,180
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※ 　　　3,747,820 3,276,810

電子記録債務 2,407,159 2,203,714

短期借入金 310,522 400,522

１年内返済予定の長期借入金 1,542,536 1,369,316

未払法人税等 227,148 200,787

賞与引当金 181,742 217,617

資産除去債務 59,731 －

受注工事損失引当金 － 1,400

その他 1,403,343 1,003,629

流動負債合計 9,880,003 8,673,797

固定負債   

長期借入金 3,922,814 3,312,046

役員退職慰労引当金 602,040 602,887

退職給付に係る負債 458,895 470,536

資産除去債務 242,374 242,753

その他 301,878 280,196

固定負債合計 5,528,002 4,908,418

負債合計 15,408,005 13,582,215

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,228,057 1,228,057

資本剰余金 1,026,676 1,026,676

利益剰余金 8,835,867 8,627,378

自己株式 △192,656 △192,656

株主資本合計 10,897,945 10,689,456

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 99,673 101,339

繰延ヘッジ損益 29 －

退職給付に係る調整累計額 △12,657 △11,294

その他の包括利益累計額合計 87,045 90,045

非支配株主持分 39,862 36,462

純資産合計 11,024,853 10,815,964

負債純資産合計 26,432,859 24,398,180

 

EDINET提出書類

株式会社エスイー(E01298)

半期報告書

11/20



（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 12,395,083 11,853,144

売上原価 9,165,594 8,620,279

売上総利益 3,229,489 3,232,865

販売費及び一般管理費 ※ 　　　2,708,851 ※ 　　　2,944,326

営業利益 520,637 288,538

営業外収益   

受取利息 44 168

受取配当金 6,620 5,555

受取手数料 289 1,105

受取家賃 4,300 4,248

為替差益 － 17,641

貸倒引当金戻入額 2,764 1,012

スクラップ売却益 18,993 18,574

その他 13,593 15,051

営業外収益合計 46,606 63,358

営業外費用   

支払利息 16,476 21,423

売上割引 6,754 4,984

為替差損 25,749 －

寄付金 1,363 1,023

その他 1,276 1,000

営業外費用合計 51,620 28,431

経常利益 515,623 323,465

特別利益   

固定資産売却益 5,854 1,599

特別利益合計 5,854 1,599

特別損失   

固定資産売却損 － 234

固定資産除却損 280 694

特別損失合計 280 928

税金等調整前中間純利益 521,197 324,137

法人税等 212,248 143,320

中間純利益 308,949 180,816

非支配株主に帰属する中間純利益又は

非支配株主に帰属する中間純損失（△）
504 △3,399

親会社株主に帰属する中間純利益 308,444 184,216
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 308,949 180,816

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 24,221 1,666

繰延ヘッジ損益 △55 △29

退職給付に係る調整額 △1,842 1,362

その他の包括利益合計 22,323 2,999

中間包括利益 331,272 183,816

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 330,768 187,216

非支配株主に係る中間包括利益 504 △3,399
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 521,197 324,137

減価償却費 293,420 345,955

のれん償却額 18,880 18,880

固定資産除却損 280 694

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,711 4,187

賞与引当金の増減額（△は減少） 34,482 35,875

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 11,350 847

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △3,867 13,634

受注工事損失引当金の増減額（△は減少） － 1,400

受取利息及び受取配当金 △6,665 △5,724

支払利息 16,476 21,423

売上債権の増減額（△は増加） 422,636 775,927

棚卸資産の増減額（△は増加） △104,989 △6,421
仕入債務の増減額（△は減少） △301,636 △689,765
未払金の増減額（△は減少） △7,676 △140,811
前受金の増減額（△は減少） △24,780 △23,993

その他 245,619 △209,564

小計 1,112,017 466,682

利息及び配当金の受取額 6,665 5,724

利息の支払額 △16,599 △21,877
法人税等の支払額 △162,229 △205,789

その他 27,782 31,972

営業活動によるキャッシュ・フロー 967,636 276,711

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △538,516 △204,560

有形固定資産の売却による収入 5,871 1,619

無形固定資産の取得による支出 △16,440 △36,922
差入保証金の差入による支出 △4,732 △3,517

差入保証金の回収による収入 590 3,312

投資その他の資産の増減額（△は増加） △2,107 △6,141
資産除去債務の履行による支出 △13,360 △61,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △568,695 △307,210

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 90,000

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △747,526 △783,988
配当金の支払額 △388,994 △390,771
ファイナンス・リース債務の返済による支出 △47,344 △46,579

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,083,865 △1,131,339

現金及び現金同等物に係る換算差額 7,080 △4,099

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △677,844 △1,165,937

現金及び現金同等物の期首残高 4,395,583 5,116,248

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※　　　　 3,717,738 ※　　　　 3,950,310
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用して

おります。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適用後

の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会計期間の

中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※　　中間連結会計期間末日満期手形等

　　　中間連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等を満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

受取手形 164,913千円 －千円

電子記録債権 158,794 －

支払手形 385,867 －

 

（中間連結損益計算書関係）

※　 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日

　　至 2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日

　　至 2024年９月30日）

販売運賃 416,923千円 423,735千円

役員報酬 232,943 222,300

従業員給与手当 787,459 825,748

賞与引当金繰入額 81,769 81,327

退職給付費用 25,211 31,928

役員退職慰労引当金繰入額 20,670 20,567

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※   現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

 
前中間連結会計期間

（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

現金及び預金勘定 3,952,738千円 4,185,310千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △235,000 △235,000

現金及び現金同等物 3,717,738 3,950,310

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　配当金支払額
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（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月28日

定時株主総会
普通株式 392,704 13 2023年３月31日 2023年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月26日

定時株主総会
普通株式 392,704 13 2024年３月31日 2024年６月27日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
建設用資機
材の製造・
販売事業

建築用資材
の製造・販
売事業

建設コンサ
ルタント事
業

補修・補強
工事業

売上高        

一時点で移転される財 5,466,950 3,659,995 50,188 181,370 9,358,504 － 9,358,504

一定の期間にわたり移転され

る財
－ 1,815,006 400,371 765,092 2,980,470 － 2,980,470

顧客との契約から生じる収益 5,466,950 5,475,001 450,559 946,462 12,338,974 － 12,338,974

その他の収益 56,109 － － － 56,109 － 56,109

外部顧客への売上高 5,523,059 5,475,001 450,559 946,462 12,395,083 － 12,395,083

セグメント間の内部売上高又

は振替高
179,410 10,844 1,500 － 191,754 △191,754 －

計 5,702,469 5,485,845 452,059 946,462 12,586,838 △191,754 12,395,083

セグメント利益 284,411 367,689 8,447 93,044 753,594 △232,956 520,637

（注）１.セグメント利益の調整額△232,956千円には、セグメント間取引消去3,104千円、のれんの償却額△18,880千

円、各報告セグメントに配分していない全社費用△217,180千円が含まれております。全社費用は、報告セグ

メントに帰属しない研究開発費であります。

２.セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
建設用資機
材の製造・
販売事業

建築用資材
の製造・販
売事業

建設コンサ
ルタント事
業

補修・補強
工事業

売上高        

一時点で移転される財 5,648,117 3,540,016 85,976 249,127 9,523,238 － 9,523,238

一定の期間にわたり移転され

る財
－ 1,422,039 245,542 582,943 2,250,525 － 2,250,525

顧客との契約から生じる収益 5,648,117 4,962,056 331,519 832,070 11,773,763 － 11,773,763

その他の収益 79,381 － － － 79,381 － 79,381

外部顧客への売上高 5,727,498 4,962,056 331,519 832,070 11,853,144 － 11,853,144

セグメント間の内部売上高又

は振替高
32,970 － － － 32,970 △32,970 －

計 5,760,469 4,962,056 331,519 832,070 11,886,114 △32,970 11,853,144

セグメント利益又は

損失（△）
290,982 283,061 △38,861 32,018 567,200 △278,662 288,538

（注）１.セグメント利益又は損失（△）の調整額△278,662千円には、セグメント間取引消去5,341千円、のれんの償

却額△18,880千円、各報告セグメントに配分していない全社費用△265,122千円が含まれております。全社費

用は、報告セグメントに帰属しない研究開発費であります。

２.セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益 　10円21銭 　6円10銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 308,444 184,216

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純

利益（千円）
308,444 184,216

普通株式の期中平均株式数（株） 30,208,072 30,208,072

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

 

2024年11月７日

株式会社エスイー

取締役会　御中

 

四谷監査法人

東京都千代田区

 

 
 指定社員
 業務執行社員

 公認会計士 下條　伸孝

 

 
 指定社員
 業務執行社員

 公認会計士 高木　好道

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エス

イーの2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社エスイー及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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